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相続税評価額による親族間の土地譲渡取引 

 

 今月のニューズレターでは、相続税評価額による親族間

の土地譲渡取引に関して、その売買代金額が｢著しく低い

価額の対価｣(相続税法第 7 条)に該当するかについて処

分行政庁との間で争いとなった事案（一部簡略化していま

す）の解説を行います。本事案は、当職らが納税者の代理

人となった事案であり、東京地方裁判所(判決日平成 19

年 8 月 23 日判例タイムズ 1264 号 184 頁)において納税

者の全面勝訴となる判決が下され確定しています。 

 

1. 事案の概要 

 
 

  

 親族から土地（本件土地）を相続税評価額相当額（以下

「本件売買代金額」とします。）により購入した原告らに対し

て、処分行政庁は、その売買代金額は時価と比較して｢著

しく低い価額の対価｣に該当するから、時価と本件売買代

金額の差額は贈与とみなされるとして、贈与税の賦課決定

処分（本件処分）をした、という事案です。 

 

 原告らは、本件売買代金額は相続税評価額である路線

価方式に基づいて算定した額であり相続税法上の時価そ

のものであるから、時価と本件売買代金額の間に差はな

く、また仮に相続税評価額が相続税法第 7 条の時価では

なく不動産の客観的交換価値が時価であるとしても、時価

と本件売買代金額との間には 78 パーセント程度の差があ

るのみであるから、本件売買代金額は｢著しく低い価額の

対価｣には該当しないとして、相続税法第 7 条を適用した

本件処分は違法であると主張し、その取消しを求めまし

た。 

 

2. 本件の課税関係 

 

 上記 1 に記載のとおり、本件処分を受けた原告らは本件 

 

 

 

 

土地の譲受人であるところ、財産の譲受人は譲り受け時 

点においては課税関係は生じないのが原則です。 

 

 ただし、｢著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場

合｣は、当該譲渡があった時における当該財産の時価と当

該対価との差額に相当する金額を贈与によって取得したと

みなして贈与税が課税されます(みなし贈与。相続税法第

7 条)。｢著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場

合｣に該当するかを判定するためには、当該対価と比較す

るための財産の時価が必要になるところ、相続税法におい

ては、｢時価｣に関する定義は何ら設けられていません。 

 

 もっとも、財産の価額評価の原則規定である相続税法第

22 条にも｢時価｣という用語が使われているところ、財産の

評価については、いわゆる｢財産評価基本通達｣が制定さ

れており、本件土地のような市街地的形態を形成する地域

にある宅地については、路線価方式によって評価すると定

められています(財産評価基本通達第 11 項(1))。 

 

 このため、財産評価基本通達によれば、特別の事情がな

い限り、本件土地は路線価方式により評価することになり

ますが、本件のような個人間の対価を伴う不動産等の譲

渡取引や負担付贈与には、財産評価基本通達とは別個

に、いわゆる「負担付贈与通達」(負担付贈与又は対価を

伴う取引により取得した土地等及び家屋等に係る評価並

びに相続税法第 7 条及び第 9 条の規定の適用について)

が定められています。 

 

 負担付贈与通達第 1 項によれば、不動産についての対

価を伴う個人間の取引により取得したものの価額は、当該

取得時における通常の取引価額に相当する金額によって

評価され、さらに、負担付贈与通達第 2 項注書きにおいて

は、「その取引における対価の額が当該取引に係る土地

等又は家屋等の取得価額を下回る場合には、当該土地等

又は家屋等の価額が下落したことなど合理的な理由があ

ると認められるときを除き、『著しく低い価額の対価で財産

の譲渡を受けた場合』・・・に当たるものとする。」と定めら

れています。すなわち、負担付贈与通達第 2 項注書きを

文言どおり解釈すると、不動産についての対価を伴う個人
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間の取引については、譲渡人側がその取得価額を下回る

価額で不動産を売却した場合（本件売買代金額も、平成

13 年に親族が本件土地を購入した金額より低い金額でし

た。）、不動産の価額が下落したことなどの事情がなけれ

ば、｢著しく低い価額の対価で財産の譲渡を受けた場合｣に

該当するとして相続税法第 7 条に基づきみなし贈与課税

が行われることになります。 

 

3. 本件訴訟の争点と裁判所による認定 

 

 本件訴訟の主な争点は、①相続税法第 7 条の「時価」の

意義及び②同条の「著しく低い価額」の判定基準、③負担

付贈与通達の適用の是非でした。 

 

(1) 相続税法第 7 条の｢時価｣の意義 

 

 相続税評価額である路線価方式で算定した本件売買代

金額が相続税法第 7 条の「時価」そのもの、または「時価」

の範囲内であれば、本件に相続税法第 7 条を適用する余

地はなくなることから、原告らは、相続税評価額は「時価」

そのものであると主張しました。 

 

 しかしながら、この点に関して本判決は、相続税法第 7

条の｢時価｣は客観的交換価値、すなわち、課税時期にお

いて、それぞれの財産の現況に応じ、不特定多数の当事

者間で自由な取引が行われる場合に通常成立すると認め

られる価額をいうと認定しました。 

 

 なお、従来の裁判例は、特別の事情のない限り相続税評

価額を「時価」と同視するとした上で、特別の事情の有無を

検討するという解釈手法をとっていましたが、本判決は、

「時価」とは常に客観的交換価値を意味すると認定しまし

た。本判決がこのような判断を示した理由は、解釈の客観

性を志向したためと思われますが、かかる解釈に関しては

硬直的であるという批判もあります。 

 

(2) 相続税法第 7 条の「著しく低い価額」の判定基準 

 

 上記(1)のとおり、｢時価｣は客観的交換価値であるとして

も、本件における客観的交換価値と本件売買代金額との

間には 78 パーセント程度の差があるのみなので、原告ら

は、本件売買代金額は「著しく低い価額の対価」には該当

しないと主張しました。これに対して、処分行政庁は、複数

の判定基準を主張してきましたが、いずれの主張も条文か

ら導くことができない独自の主張であり、原告らは逐一反 

 

論を行いました。 

 

 この点に関して本判決は、「著しく低い価額」の対価と 

は、その対価に経済的合理性のないことが明らかな場合

をいい、相続税評価額と同水準の価額かそれ以上の価額

を対価として土地の譲渡が行われた場合は、原則として

「著しく低い価額」の対価による譲渡ということはできず、例

外として、何らかの事情により当該土地の相続税評価額

が時価の 80 パーセントよりも低くなっており、それが明ら

かであると認められる場合に限って、｢著しく低い価額｣の

対価による譲渡になり得ると解すべきであると認定し、原

告らの主張が受け入れられました。 

 

(3) 負担付贈与通達の適用の是非 

 

 原告らは、負担付贈与通達は地価上昇が著しい時代に

不動産の客観的交換価値と相続税評価額との開きに着目

して贈与税の負担を回避しつつ財産を移転しようとする行

為を是正するために制定されたものであるから、地価が一

定程度安定している現在においては適用の前提を欠く等

の主張を行いました。 

 

 この点に関して本判決は、負担付贈与通達の適用を否

定しなかったものの、同通達第 2 項について、個々の事案

に対してこの基準をそのまま硬直的に適用するならば、結

果として違法な課税処分をもたらすことは十分考えられる

のであり、本件はまさにそのような事例であると位置付け

ることができると判示しました。 

 

 このことから、同通達を硬直的に適用して課税処分が行

われた場合には、その処分は違法として取消しの対象に

なり得ると考えられます。なお、課税庁では同通達による

取扱いは従来どおりであるとしており、本判決を受けての

通達の見直しや廃止等の対応はないとのことです。 

 

4. 日本弁護士連合会税制委員会による本判決の評価 

 

 日本弁護士連合会税制委員会は、平成 20 年 4 月 1 日

付委員会ニュースに本判決は事実上負担付贈与通達に

基づいての課税に歯止めをかける記述がなされているた

め、今後の課税行政において同通達を適用して課税処分

を行うことは非常に困難になったものとみられると記載し、

本判決を積極的に評価しています。


